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招集ご通知

証券コード 4274
令和７年６月６日

（電子提供措置の開始日）令和７年６月２日
株　主　各　位

東京都あきる野市菅生1847番地
細 谷 火 工 株 式 会 社
代表取締役社長 細 谷 穰 志

当社ウェブサイト
https://hosoya-pyro.co.jp/ir-information/holder-stock-
information/?type=shareholders-meeting

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第74回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第74回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知
申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提
供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェ
ブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確
認くださいますようお願い申しあげます。

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東
証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「細谷 
火工」又は「コード」に当社証券コード「4274」を入力・検索し、「基本情
報」「縦覧書類/ＰＲ情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招
集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、書面（郵送）又はインターネットによって
議決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討
のうえ、令和７年６月２３日（月曜日）午後５時15分までに議決権を行使して
くださいますようお願い申しあげます。（３ページから４ページ記載の「議決権
行使等についてのご案内」を併せてご参照ください。）

敬　具
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１．日 時 令和７年６月２４日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都あきる野市菅生1847番地

当社　技術開発センター会議室
(末尾の「株主総会会場ご案内」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第74期（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）

事業報告及び計算書類報告の件
決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役４名選任の件
第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

     

記

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前頁に記載のインターネット上の当社ウェブ

サイト及び東証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたし
ます。

◎本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を
記載した書面をお送りいたします。

　なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款の規定に
基づき、お送りする書面には記載しておりません。

　　・計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
したがいまして、当該書面に記載している計算書類は、会計監査人が会計監査報告を、
監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。
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議決権行使等についてのご案内

議決権行使等についてのご案内

1 書面（郵送）で議決権を行使いただく場合
同封の議決権行使書用紙に各議案に対する賛否をご記入いただき、お早めに
ご投函ください。
議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取
り扱いいたします。

行使期限 令和7年６月23日(月曜日)午後５時15分到着分まで
　

2 インターネットで議決権を行使いただく場合
パソコン又はスマートフォンから議決権行使ウェブサイトにアクセスしてく
ださい。
スマートフォンをご利用の場合は、QRコードにより直接議決権の行使が可能
です。

行使期限 令和7年６月23日(月曜日)午後５時15分まで
　

詳細は、
次ページを
ご参照ください。

3 株主総会にご出席いただく場合
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

開催日時 令和7年６月24日(火曜日)午前10時

開催場所 東京都あきる野市菅生1847番地
当社技術開発センター会議室

　

議決権行使に
ついてのご案内

■１　書面（郵送）とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、イ
ンターネットによるものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきま
す。

■２　インターネットにより、複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行
われたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

株主総会における議決権行使は、以下3つの方法がございます。

※議決権行使ウェブサイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は株主様
のご負担となります。

※株主様のインターネット利用環境等によっては、ご利用いただけない場合があります。
※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。
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議決権行使等についてのご案内

インターネットによる議決権行使方法について

スマートフォンからの場合 パソコンからの場合

1

2

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを
読み取ることで、簡単に議決権行使ができま
す。

1 議決権行使ウェブサイト

https://www.net-vote.com/
にアクセスしてください。

QRコードを
読み込み

○○○○○

　各議案につき賛否のご表示のない場合は、賛成の意思表示があったものとしてお取り扱いいたします。　　　　○○○○株式会社 ○○○○株式会社

○○○○○ ○ ○

○ ○

○○○○○ ○ ○

株　主　番　号

100 個 お 願 い○ ○○○○○○

基準日現在のご所有株式数
123456789 10, 000 株

議 決 権 の 数 ○　○ ○○○○○○○○
議決権行使書 ○○○○株式会社　御中

スマートフォン用
ＱＲコード

ログインＩＤ
0123- 45678- 9012- 3456
パスワード
012345

キ
リ
ト
リ

１．当日株主総会にご出席の際は、議決権行使書用紙を会場受付
へご提出ください。

２．当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法により、
議決権を行使くださいますようお願いいたします。

○議決権行使書による議決権の行使の場合
①議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、2000年○月○日

午後５時までに到着するようご返送ください。
②第○号議案の各候補者のうち、一部の候補者につき異なる意

思を表示される場合は、賛否に○印をご表示のうえ、その下
の[　 ]内に当該候補者の番号(招集通知に添付の株主総会参
考書類中,各候補者に一連番号を付してあります。)をご記入
ください。

○インターネットによる議決権の行使の場合
以下のいずれかの方法により、2000年○月○日午後５時まで
に議決権を行使ください。
①スマートフォンで下記ＱＲコードを読み込むことにより、ロ

グインＩＤ及びパスワードの入力を省略する方法。
②「https://www.net-vote.com /」のウェブサイトにアクセ

スし、下記のログインID及びパスワードを入力する方法。

私は、2000年○月○日開催の○○○○株式会社第00期定時株主総会
（継続会または延会の場合も含む。）における各議案の原案に対し右記
（賛否を○印で表示）のとおり、議決権を行使します。
2000年○月　　日

2 トップ画面

3 ログイン画面
議決権行使書用紙に記載のログインID、パス
ワードをご入力し、「ログイン」を選択して
ください。

以降は画面の案内にし
たがって賛否をご入力
ください。

議決権行使後に行使内容を変
更する場合は、お手数ですが
パソコン向けサイトへアクセ
スし、議決権行使書用紙に記
載の「ログインID」「パスワー
ド」を入力いただきログイン、
再度議決権行使をお願いいた
します。

ご注意

１.会社提案に対し全て賛成
２.議案に対して個別に賛否を投票
◆株主総会に関する資料を確認

※議決権行使について
ご投票は、投票締切日時までに、投票受付
を完了したものが有効となります。
インターネットと書面の両方で投票された
場合、到着日が新しいご投票を優先いたし
ます。
但し、同日にご投票された場合はインター
ネットからのご投票を優先いたします。

※ご投票状況
　：まだご投票いただいておりません。
※投票締切日時
　： 20○○年○月○日　17時00分

 議決権行使サイ ト

           Copyright(C) 2018 IR Japan.All Rights Reserved.

＜ホーム＞
○○○○株式会社
第00期定時株主総会
　　　　　　　開催日：20○○年○月○日
株主番号 ： 123456789
株主名 ： 　○○　○○
議決権数 ： 100

※一部の携帯電話（フィーチャーフォン等）ではご利用いただけませんのでご了承ください。

インターネットによる議決権行使に関するお問い合わせ

0120-975-960（通話料無料）
〔受付時間〕午前９時 ～ 午後５時（土・日・祝日を除く）

電話（専用ダイヤル）

株式会社アイ・アール ジャパン
証券代行業務部
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事業の経過及びその成果、設備投資等の状況、資金調達の状況、財産及び損益の状況の推移、重要な親会社及
び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所及び工場、従業員の状況、主要な借入先

(令和 ６ 年４月 1 日から
令和 ７ 年３月31日まで)
事　 業　 報　 告

Ⅰ 会社の現況に関する事項
１. 事業の経過及びその成果

　当事業年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善し緩やかな回
復基調で推移しました。しかし、原材料や燃料価格を含む物価の高騰に加
え、アメリカの通商政策をめぐる不確実性の高まりなどで、先行きは不透
明な状況が続いております。

このような環境のもと、当社の事業環境も厳しい状況が続きましたが、
防衛予算増額の間接的な影響が表れ、一部製品では受注数量の増加があり
ました。また、火工品類の燃焼処分や高エネルギー物質全般の評価試験な
どの委託業務が増加し、売上高は計画を上回りました。経費面では、当社
製品の納期が第４四半期に集中するため、環境整備や機器類の更新も同時
期に合わせて計画し収益状況に応じて実施しておりますが、特に今期は下
期に建物の耐震化に伴う補修や火工品の燃焼処分用設備の改修に着手し、
減価償却費や修繕費が増加いたしました。また、賃上げの実施や年度末手
当の支給で人件費も増加いたしましたが、増収効果に加え徹底した作業効
率化の成果で大幅な増益となりました。
　以上の結果、当事業年度の売上高は2,038百万円（前期比11.3％増）、
営業利益290百万円（同49.4％増）、経常利益297百万円（同47.7％
増）、当期純利益219百万円（同58.5％増）となりました。

事業別の販売状況は、次のとおりであります。
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（ 火 工 品 事 業 ）　当事業年度の売上高は1,864百万円（前期比12.1％増）
となりました。防衛装備品の一部に需要縮小が見込まれま
したが、代替製品の提案などにより減少分を補った他、使
用済み火工品の処分需要を積極的に取り込むことで、売上
を伸ばしました。また、民間企業からは精密火工品の受注
や比較的規模の大きい評価試験の受注が増加したことで、
計画を上回る売り上げとなりました。
　損益面では、製造工程の原価低減活動は継続的に取り組
んでおりますが、評価試験や燃焼処分業務においても徹底
した効率化を進めた結果、収益性が大幅に向上しセグメン
ト利益は211百万円（同86.8％増）となりました。

（ 賃 貸 事 業 ） 　当事業年度の売上高は174百万円（前期比2.8％増）と
なりました。セグメント利益は118百万円（同2.5％減）
となりました。

２. 設備投資等の状況
　当事業年度中に実施した設備投資の総額は133百万円です。その主なもの
は、火工品事業における火薬庫建設89百万円、建物改修12百万円、構築物
や施設の整備18百万円、製造設備の更新等6百万円、賃貸事業における整備
費用6百万円などであります。

３. 資金調達の状況
　当事業年度の資金調達は、経常的な資金調達のみで、特に記載すべき事項
はありません。

区 分 第 71 期
令和３年度

第 72 期
令和４年度

第 73 期
令和５年度

第 74 期
令和６年度

売 上 高(百万円) 1,794 1,761 1,832 2,038

経 常 利 益(百万円) 187 183 201 297

当 期 純 利 益(百万円) 126 132 138 219

１株当たり当期純利益 (円) 31.63 33.06 34.64 54.92

総 資 産(百万円) 4,219 4,284 4,386 4,482

純 資 産(百万円) 2,793 2,931 3,049 3,197

１株当たり純資産額 (円) 697.84 732.33 761.90 798.76

４. 直前３事業年度の財産及び損益の状況
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（注）１. 「１株当たり当期純利益」は、当期純利益を期中平均株式数（自己株式控除
後）で除して算出しております。

２. 「１株当たり純資産額」は、純資産を期末発行済株式総数（自己株式控除後）
で除して算出しております。

５. 重要な親会社及び子会社の状況
　該当事項はありません。

６. 対処すべき課題
　当社は、事業環境の変化に対応し持続的な成長を実現させるため、収益力
の強化と経営基盤の安定化を目指しております。この実現に向けた事業展開
において、次の事項を主要な課題としております。

（1）人的資本の強化
企業が持続的な成長を実現するためには、人材の確保と育成が重要である

と認識しており、当社の経営理念に共感し、体現しようとする意欲を持った
人材を確保するため、多様な採用活動を行っております。また、職務に応じ
た従業員教育と自己研鑽の両面を重視し、個々のチャレンジ精神や創意工夫
を醸成する組織風土づくりに努めています。今後も、様々な経歴やスキルを
持った人材を採用、育成し、その力が最大限に発揮される環境・制度を充実
させてまいります。

（2）化成品事業の拡大
　当社は、高エネルギー物質の一つである液体化成品の製造・販売の他、評
価試験などの委託業務を請け負っておりますが、その市場は一部の専門分野
に限定されておりました。しかし近年液体化成品の需要は航空宇宙分野にも
広がりがみられ、大学や研究機関からの引き合いも増加しております。今後
は、産学官連携による火薬・爆薬を含む高エネルギー物質全般の共同研究や
製品開発を視野に入れ、新たな市場の開拓にも取り組み化成品事業の拡大を
進めてまいります。

（3）既存製品の収益力向上
　当社の製造する火工品は多品種少量生産で、通年を通して製造する製品は
ほとんどありません。また、製品の納期が同時期に集中するため生産計画に
偏りが生じ、収益性低下の要因となっておりました。そこで当社は従業員の
原価低減意識を高め、各製品の工程ごとに課題を見出し改善を重ねること
で、収益性の回復だけでなく品質の安定にも一定の成果を収めてまいりまし
た。今後も、当社の火工品製造に適した着実な原価低減活動を継続し、収益
性の向上を図ってまいります。
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　株主の皆様におかれましては、当社の経営に深いご理解をいただき、今後
ともなお一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

区 分 主 要 製 品 ・ サ ー ビ ス

火 工 品 事 業

発煙筒、信号弾、救命胴衣用インフレーター等訓練又は救
命・救難用火工品
非常信号灯、無公害発煙筒、耐水圧発煙筒等火工品
使用済核燃料再処理剤等液体化成品
安全性評価試験・火薬類燃焼処分等の受託

賃 貸 事 業 商業店舗、試験施設、火薬庫

７. 主要な事業内容
　当社は火工品並びに液体化成品の製造・販売などの火工品事業と貸店舗な
どの賃貸事業を営んでおります。
　主な製品は次のとおりであります。

名 称 所 在 地

本 社 工 場 東京都あきる野市

草 花 工 場 同上

東 京 営 業 所 東京都新宿区

８. 主要な営業所及び工場

従 業 員 数 対前期末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

87名 3名減 46.6歳 9.2年

９. 従業員の状況

借 入 先 借 入 金 残 高

西 武 信 用 金 庫 225百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 200

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 100

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 100

10. 主要な借入先の状況
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その他会社の現況に関する重要な事項、会社の株式に関する事項

11. その他会社の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

１. 発行可能株式総数 8,064,000株
２. 発行済株式の総数 4,032,000株
（うち、自己株式数 29,535株）
３. 株主数 4,211名

株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％）

一般社団法人日本文化伝承会館 420 10.5

細 谷 火 工 共 栄 会 255 6.4

志 村 　 実 175 4.4

細 谷 亮 旗 170 4.2

西 武 信 用 金 庫 170 4.2

ナ ス 物 産 株 式 会 社 137 3.4

日 油 株 式 会 社 100 2.5

細 谷 穰 志 98 2.5

浅 原 　 勝 90 2.2

住 友 重 機 械 工 業 株 式 会 社 90 2.2

Ⅱ 会社の株式に関する事項

４. 上位10名の株主の状況

（注） 持株比率は、自己株式（29,535株）を控除して計算しております。

５. その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 細 谷 穰 志

取 締 役 副 社 長 細 谷 亮 旗 株式会社ホソヤエンタープライズ 社外
取締役

取 締 役 前 谷 憲 治

取 締 役 佐 藤 　 誠
佐藤誠公認会計士・税理士事務所 所長
あすなろ監査法人 代表社員
株式会社アイティフォー 社外取締役
（監査等委員）

常 勤 監 査 役 古 山 雄 一

監 査 役 志 村 　 実 志村電設株式会社 代表取締役社長

監 査 役 安 藤 隆 允 安藤公認会計士事務所 所長

Ⅲ 会社役員に関する事項
１. 取締役及び監査役の状況（令和７年３月31日現在）

（注）⒈ 佐藤誠氏は、社外取締役であります。
2． 志村実、安藤隆允の両氏は、社外監査役であります。
3. 監査役安藤隆允氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する

相当程度の知見を有しております。
4. 当社は、社外取締役佐藤誠氏及び社外監査役安藤隆允氏を東京証券取引所の定

めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

２. 責任限定契約の内容の概要
　当社は、社外取締役及び各監査役との間で会社法第427条第１項の規定
に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して
おります。
　当社の社外取締役及び監査役は、会社法第423条第１項の責任につき同
法第425条第１項に定める最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度
としております。

3．役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契

約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範
囲は取締役及び監査役であり、被保険者は保険料を負担しておりませ
ん。当該保険契約により被保険者である取締役及び監査役がその職務の
遂行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けること
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によって生ずる損害について塡補することとしております。ただし、被
保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、法令違反
のあることを認識して行った行為に起因して生じた損害の場合には塡補
の対象としないこととしております。

4. 取締役及び監査役の報酬等
⑴ 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、令和３年１月12日開催の取締役会において、取締役の個人別
の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等につい
て、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決
議された決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿
うものであると判断しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりで
す。
①基本報酬（固定額の金銭報酬）に関する、取締役の個人別報酬等の額又

は算定方法の決定方針
当社の取締役の基本報酬は、企業規模、他社の支給状況及び従業員賃金
の水準を考慮し、個人の役位・職責・役割の範囲等を総合的に勘案し、
決定することを基本方針とする。

②取締役の個人別報酬等のうち、業績連動報酬等にかかる業績指標の内容
及び金額（算定方法）の決定方針
当社の取締役の基本報酬は、業績に連動としない固定報酬とする。

③取締役の個人別報酬等のうち、非金銭報酬等について、その内容及び金
額（算定方法）の決定方針
当社の取締役基本報酬は、金銭のみとし、非金銭報酬等は該当しない。

④取締役の個人別報酬等の基本報酬・業績連動報酬・非金銭報酬の割合の
決定方針
②項、③項により、特段方針は定めず。

⑤取締役の報酬等の支給・付与の時期や条件の決定方針
当社の個人別報酬は、定時株主総会終了月の翌月から、定額の月例固定
報酬とする。

⑥取締役の個人別報酬等の内容の決定について、取締役や第三者へ委任す
ることに関する事項
当社の個人別の報酬額については取締役会の決議に基づき、代表取締役
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区　　分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額
（千円）

対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 退職慰労金
取　締　役

（うち社外取締役）
63,386
(2,800)

55,838
(2,800)

7,548
(―)

4
(1)

監　査　役
（うち社外監査役）

10,145
(3,080)

9,830
(3,080)

315
(―)

3
(2)

合　　　計
（うち社外役員）

73,531
(5,880)

65,668
(5,880)

7,863
(―)

7
(3)

社長が委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬
の額の決定とする。その権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰
しつつ各取締役の担当業務の評価を行うには代表取締役社長が最も適し
ていることによる。

⑦取締役の個人別報酬等の内容の決定方法（取締役や第三者への委任に関
する事項以外）
⑥項により、該当しない。

⑵ 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
　取締役会は、代表取締役社長細谷穰志に対し各取締役の基本報酬の額の
決定を委任しております。委任した理由は、取締役の個人別の報酬等の内
容にかかる決定方針の⑥項によるものです。

⑶ 当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）1. 取締役の支給額には､使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません｡
2. 取締役の報酬額につきましては、平成28年６月24日開催の定時株主総会におい

て年額100,000千円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の
取締役の員数は、5名（うち社外取締役１名）です。

3. 監査役の報酬額につきましては、平成９年６月27日開催の定時株主総会におい
て年額10,000千円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監
査役の員数は、３名です。

Ⅳ 社外役員に関する事項
１. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

⑴ 取締役佐藤誠氏は、佐藤誠公認会計士・税理士事務所の所長、あす
なろ監査法人の代表社員及び株式会社アイティフォーの社外取締役
（監査等委員）であります。当社と各兼職先との間には特別の関係は
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った

職務の概要
社外取締役　佐藤　誠 当事業年度に開催された取締役会13回のう

ち、12回に出席いたしました。
取締役会において公認会計士としての豊富な
経験及び知見に基づき、当社の経営全般にわ
たって発言を行っております。

社外監査役　志村　実 当事業年度に開催された取締役会13回のうち
全てに、また、監査役会6回のうち全てに出
席いたしました。
取締役会及び監査役会において豊富な経験及
び知見に基づき、業務の適正化の観点から監
査業務全般について発言を行っております。

社外監査役　安藤隆允 当事業年度に開催された取締役会13回のう
ち、全てに、また、監査役会6回のうち全て
に出席いたしました。
取締役会及び監査役会において豊富な経験及
び知見に基づき、業務の適正化の観点から監
査業務全般について発言を行っております。

ありません。
⑵ 監査役志村実氏は、志村電設株式会社の代表取締役社長でありま

す。志村電設株式会社と当社との間には電気設備工事発注等の取引関
係がありますが、年間取引額は僅少であります。

⑶ 監査役安藤隆允氏は、安藤公認会計士事務所の所長であります。当
社と兼職先との間には特別の関係はありません。

２. 当事業年度における主な活動状況

Ⅴ 会計監査人の状況
１. 会計監査人の名称

虎ノ門有限責任監査法人

２. 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
当事業年度に係る報酬等の額

13,000千円
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（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法に基づく監査と金融商
品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも
区分できませんので、当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれら
の合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬
見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等の額について同意の判断
をいたしました。

３. 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の能力、監査の遂行状況及びその品質管理、独立
性等を勘案して必要と判断した場合には、会計監査人の解任又は不再任に関
する議案の内容を決定し、当社取締役会は当該決定に基づき当該議案を株主
総会に提出いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認
められる場合は、監査役会は監査役全員の同意により会計監査人を解任いた
します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される
株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたしま
す。

4. 責任限定契約の内容の概要
　当社と会計監査人虎ノ門有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の規
定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して
おります。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額
としております。

Ⅵ 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
１. 業務の適正を確保するための体制

　当社は､内部統制システムの基本方針について次のとおり決議しておりま
す。
⑴ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制
① 法令及び定款等の遵守を目的として「企業行動規範」「コンプライア

ンス規程」等の社内規程を定め、取締役が率先垂範すると共に使用人
全員に対して教育・研修により周知徹底を図る。
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② 法令違反等の行為又は事実を識別した場合には、速やかに取締役会及
び監査役会に報告すると共に、法令違反等の未然防止、早期発見と早
期解決のために「内部通報制度規程」を制定して問題点の指摘と改善
策を講じる。

③ 内部統制評価の計画に基づき、内部統制評価グループはコンプライア
ンスの状況を定期的に監査する。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 取締役会の職務に係る情報・帳票類等（電磁的記録を含む。以下に同

じ。）については、「文書管理規程」及び法令に基づき適正に作成、
保存及び管理し、取締役及び監査役が常時閲覧できるものとする。

② 当社が保存又は管理する電磁的記録については、「ＩＴシステム管理
規程」に則した管理体制でセキュリティの確保を図ると共に、継続的
にその改善を図る。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 事業上のリスク管理に関する基本方針及び体制を定めた「経営危機管

理規程」に基づきリスク管理体制を構築する。
② 各部門は、それぞれの部門に発生する可能性のあるリスクの把握に努

め、内部統制評価グループは、リスク管理体制の有効性について監査
を実施する。

③ 経営に重大な影響を与える事態が発生した場合には、直ちに対策本部
を招集し、迅速な対応を行うことにより、損失・被害を最小限にとど
める。

⑷ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役は、責任と権限に関する基本事項を定めた「職務権限規程」に

基づき適正かつ効率的に職務を執行する。
② 取締役会は原則月１回開催し、経営上の重要な事項は取締役会におい

て決定される。また、取締役及び使用人が共有する全社的な経営目標
を定め、取締役は、その目標達成のため担当する各部門に周知徹底す
ると共に、業務運営を容易にするため指揮し統括管理する。

③ 原則月１回開催される常勤役員会において、職務を執行する取締役及
び執行役員は、職務の執行に関して充分な審議を行い、目標達成のた
めの進捗を管理する。
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会社役員に関する事項、社外役員に関する事項、会計監査人の状況、業務の適正を確保するための体制及び当
該体制の運用状況

⑸ 監査役による監査の実効性を確保する体制
① 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、

取締役会は監査役と協議の上、必要と判断した場合監査役の補助使用
人を任命することができる。
また、その人員の異動、評価等の人事事項に関しては監査役の意見を
尊重した上で行うものとする。

② 取締役及び使用人は法令に基づく事項の他、監査役の求める事項につ
いて速やかに対応し、会社に著しい損害を及ぼす恐れがある事実があ
ることを発見した時は、法令に従い直ちに監査役に伝達する。

③ 監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請求
をした時は、当該監査役の職務の執行が適切か否かを判断して手続き
を行うものとする。

④ 監査役と取締役及び会計監査人とは、それぞれ定期的に意見を交換す
る。また、取締役及び使用人は監査役から業務執行に関する事項につ
いて質問等があった時は、速やかに適切な対応を行う。

２. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は
次のとおりとなります。
⑴ コンプライアンスについて

　内部統制評価グループは内部監査を実施すると共に、関係部署と連携し
て金融商品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制の有効性の評価」を
行い、適宜取締役会への報告を行っております。
　また、法令及び社内諸規程遵守のために、継続的な社内教育を実施して
おります。

⑵ 取締役、監査役の職務の執行について
　当事業年度は取締役会を13回開催し、業務執行に関する重要事項を決
定しております。これらの会議には監査役も出席しております。
　監査役は重要な会議に出席し、取締役の職務執行状況を確認しておりま
す。また、取締役、会計監査人と情報交換を行うことで、監査の実効性の
向上を図っております。
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会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

Ⅶ 会社の支配に関する基本方針
　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の創業
から100年以上受け継がれている確固たる経営理念、日本企業としての存
在価値及び当社のステークホルダーとの信頼関係を重視し、当社の企業価
値を高めるものでなければならないと考えております。
　現時点では特別な買収への対応方針は導入いたしておりませんが、今後
も引き続き社会情勢等の変化を注視しつつ弾力的な検討を行ってまいりま
す。

Ⅷ 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、より良い製品をユーザーに提供し、顧客の満足を得て利益確保を
目指すことで、株主の皆様へ長期的且つ安定的な配当ができるよう、年1回
期末配当を行う方針であります。
　当事業年度においては厳しい経営環境が継続する中で、様々な改革を行っ
た結果、工場の効率化が進み収益性の向上に繋がりました。また、民間部門
において収益性の高い受注が増加したことで予想以上の利益を確保いたしま
した。
　当期の期末配当につきましては、業績状況及び財政状態を勘案し、また株
主の皆様に感謝の意を表するとともにご支援にお応えするため、1株当たり
7円の特別配当を実施することといたしました。これにより当期の剰余金の
配当につきましては、1株当たり普通配当10円に特別配当7円を加え、1株
当たり17円とさせていただきます。
　配当の決定機関は、株主総会であります。
　また、内部留保資金につきましては、企業体質の強化及び将来の事業展開
のための財源として利用していく予定であります。

（注） 本事業報告中の記載数字は、金額、株数については表示単位未満を切捨て、
比率その他については四捨五入しております。
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貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
（資  産  の  部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工具器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
リ ー ス 資 産
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
出 資 金
差 入 保 証 金　

＜2,126,000＞
725,351

572
13,709
587,556
33,704
346,512
405,198
7,195
455
5,742

＜2,356,602＞
＜1,862,850＞
345,874
112,920
21,186
2,079
24,228

1,321,680
7,728
27,152

＜3,297＞
850
2,447

＜490,454＞
486,734
2,800
920　

（負  債  の  部）
流 動 負 債 ＜911,370＞
買 掛 金 69,809
短 期 借 入 金 500,000
１年内返済予定の長期借入金 11,004
リ ー ス 債 務 3,558
未 払 金 63,337
未 払 費 用 71,358
未 払 法 人 税 等 43,961
未 払 消 費 税 等 8,629
前 受 金 12,932
預 り 金 30,067
賞 与 引 当 金 95,881
そ の 他 831

固 定 負 債 ＜374,232＞
長 期 借 入 金 114,545
長期リース債務 5,908
退職給付引当金 68,417
役員退職慰労引当金 82,951
製品保証引当金 782
長期預り保証金 55,139
長 期 預 り 金 5,199
繰 延 税 金 負 債 31,882
資 産 除 去 債 務 9,405

負 債 合 計 1,285,603
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 ＜2,938,710＞
資 本 金 ＜201,600＞
資 本 剰 余 金 ＜18,121＞
資 本 準 備 金 18,121

利 益 剰 余 金 ＜2,733,789＞
利 益 準 備 金 50,400
その他利益剰余金 2,683,389
別 途 積 立 金 1,350,000
繰越利益剰余金 1,333,389

自 己 株 式 ＜△14,800＞
評価・換算差額等 ＜258,289＞

その他有価証券評価差額金 ＜258,289＞
純 資 産 合 計 3,197,000

資 産 合 計 4,482,603 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,482,603

貸　借　対　照　表
（令和７年３月31日現在）

（単位：千円）

（注） 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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損益計算書

（令和 ６ 年４月 1 日から
令和 ７ 年３月31日まで）

科 目 金 額
売 上 高 2,038,992
売 上 原 価 1,378,199
売 上 総 利 益 660,793
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 370,064
営 業 利 益 290,729
営 業 外 収 益

受 取 利 息 6
受 取 配 当 金 8,636
雑 収 入 3,029 11,672

営 業 外 費 用
支 払 利 息 4,464
雑 損 失 0 4,464

経 常 利 益 297,936
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 72
保 険 差 益 155 228

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 0 0

税 引 前 当 期 純 利 益 298,165
法 人 税 等 69,835
法 人 税 等 調 整 額 8,526 78,362
当 期 純 利 益 219,802

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注） 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 渋佐 寿彦
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 壽田 幸義

独立監査人の監査報告書
令和７年５月9日

細谷火工株式会社
取締役会　御中

虎ノ門有限責任監査法人
東京都港区

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、細谷火工
株式会社の令和６年４月１日から令和７年３月31日までの第74期事業年
度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）
について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産
及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計
算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責
任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び
監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容
は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明す
るものではない。

会計監査人の監査報告
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会計監査報告

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を
通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監
査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要
な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤
りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求められてい
る。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。こ
れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計
算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する
事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計
算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発
生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意
思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業
的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。ま
た、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監
査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
ためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に
応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検
討する。
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会計監査報告

　・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営
者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の
妥当性を評価する。

　・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切で
あるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に
重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不
確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の
注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を
表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日まで
に入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連
する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算
書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを
評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその
実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査
上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国に
おける職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に
影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減す
るためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定
により記載すべき利害関係はない。

　以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、令和６年４月１日から令和７年３月31日までの第74期事
業年度の取締役の職務の執行に関して、監査計画に基づいた監査を実施し、
監査状況及び結果については各監査役の報告を基に審議の上、監査役全員の
一致した意見として、本監査報告書を作成いたしました。また、会計監査人
から会計監査人の監査報告書を受領しましたので、以下のとおり報告いたし
ます。
１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実
施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。
　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部統制グループその他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席
し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業
所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務
の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会
社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100
条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況の監視
及び検証をいたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取
締役等及び会計監査人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事
業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し
ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業
年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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２. 監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。
　また、当該内部統制システムに関する事業報告の内容及び取締役の
職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき
事項は認められません。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人虎ノ門有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ
ると認めます。

令和７年５月9日
細 谷 火 工 株 式 会 社 　 監 査 役 会
常勤監査役 古 山 雄 一 ㊞
社外監査役 志 村 　 実 ㊞
社外監査役 安 藤 隆 允 ㊞

　
以　上
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候補者
番　号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る
当社株式数

1
ほそ
細

 

　
や
谷

 

　
じょう
穰 　

し
志

(昭和34年3月19日生)

昭和52年 3 月 防衛庁航空自衛隊入隊
昭和58年 6 月 当社入社
平成 4 年12月 株式会社ホソヤエンタープライズ

代表取締役
平成18年 6 月 当社取締役
平成19年 6 月 当社取締役東京営業所長
平成20年10月 当社専務取締役東京営業所長
平成25年 6 月 当社代表取締役社長（現任）

98,308株

2
ほそ
細　

や
谷　

りょう
亮 　

き
旗

(昭和60年10月14日生)

平成23年 4 月 当社入社
平成29年 1 月 当社営業課長
平成29年 6 月 当社取締役
平成30年 6 月 株式会社ホソヤエンタープライズ

社外取締役（現任）
令和 5 年 4 月 当社取締役副社長
令和 6 年 4 月 当社代表取締役副社長（現任）

170,000株

株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件
剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
当社は、中長期的な視点に立ち、内部留保を充実させることにより企業体質

の強化を図りつつ、安定的な利益還元を行うことを基本方針としておりま
す。
当期の期末配当金につきましては、上記方針及び株主様への利益還元を重

視する観点から1株につき10円の普通配当に特別配当7円を加え、1株につき
17円とさせていただきたいと存じます。

⑴ 配当財産の種類
金銭といたします。

⑵  配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき17円（普通配当10円、特別配当7円）
なお、配当総額は68,041,905円となります。

⑶  剰余金の配当が効力を生じる日
令和７年６月２５日（水曜日）

第２号議案 取締役４名選任の件
取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つき

ましては、取締役４名の選任をお願いするものであります。
 　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 25 －
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候補者
番　号

ふ り が な
氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る
当社株式数

※
3

さい
齋　

とう
藤　

なお
尚　

し
志

(昭和33年3月21日生)

昭和56年 4 月 日本カーリット株式会社入社
平成21年 4 月 日本カーリット株式会社赤城工場工場長
令和 6 年 6 月 当社入社

当社工場長付技師長（現任）

0株

4
さ
佐　

とう
藤　　　

まこと
誠

(昭和39年7月4日生)

昭和62年 4 月 安田信託銀行株式会社（現みずほ信託
銀行）入社

平成 6 年 9 月 同行退社
平成 8 年 1 月 経営コンサルタント業開業
平成12年10月 監査法人太田昭和センチュリー（現EY

新日本有限責任監査法人）入所
平成17年 4 月 公認会計士登録
平成17年 4 月 佐藤誠公認会計士事務所開設（現任）
平成18年 2 月 税理士登録
平成18年 2 月 佐藤誠税理士事務所開設（現任）
平成19年 3 月 新日本監査法人（現EY新日本有限責任

監査法人）退所
平成19年 8 月 あすなろ監査法人代表社員（現任）
平成22年 6 月 株式会社アイティフォー社外監査役
平成27年 6 月 株式会社アイティフォー社外取締役（監

査等委員）（現任）
平成27年 6 月 当社社外取締役（現任）

0株

（注）1.※印は、新任の取締役候補者であります。
　　　2.各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

3.佐藤誠氏は、会社法施行規則第２条第３項第7号の社外取締役候補者で
あります。なお、当社は佐藤誠氏を東京証券取引所の定めに基づく独立
役員として指定し、同取引所に届け出ております。同氏の再任が承認さ
れた場合、同氏は独立役員となる予定であります。佐藤誠氏は過去に社
外役員となる以外の方法で会社の経営に関与された経験はありません
が、公正かつ客観的な立場に立って適切な意見をいただいており、今後
も引き続き取締役会の意思決定に際して適切な指導をお願いできるもの
と判断しております。

4.佐藤誠氏は、現在当社社外取締役であります。同氏の社外取締役の在任
期間は、本総会終結の時をもって10年となります。

5.当社は、佐藤誠氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同
法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該
契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最
低責任限度額としております。なお、同氏の再任が承認された場合に
は、当該契約を継続する予定であります。

－ 26 －
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ふ り が な
氏 名 略　　歴

まえ

前　
たに

谷　
けん

憲　
じ

治 令和 5 年 6 月 当社取締役（現任）

6.当社は、当社取締役を被保険者として、役員等賠償責任保険契約を保険
会社との間で締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負
うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずること
のある損害を当該保険により塡補することとしております。
各候補者が、取締役に選任された場合、当該役員等賠償責任保険契約の
被保険者となります。なお、当該契約は次回更新時においても同内容で
の更新を予定しております。

第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
　取締役前谷憲治氏は、本総会終結の時をもって任期満了により退任されま
すので、同氏に対し在任中の功労に報いるため、当社における一定の基準に
従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することといたしたく存じます。
　なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等については取締役会にご一任
願いたいと存じます。
　本議案の株主総会への付議は、取締役退職慰労金内規に沿って取締役会で決
定しており、相当であると判断しております。
　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上
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地図

JR青梅線小作駅 西東京バス「東海大菅生高校」下車、徒歩約５分
タクシー約25分

JR青梅線福生駅 タクシー約25分

工場見学会開催のご案内
　株主総会終了後、ご希望の株主様を対象に工場見学会を開催の予定です。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内

東京

拝島

新宿

八高線

中央線

西武線青梅線

立川八王子

福生
小作 至川越

至青梅

友田

菅生高校入口

瀬戸岡

新滝山街道

中央自動車道
圏央道

菅生
高校

八王子 IC

あきる野 IC

日の出 IC

東京サマーランド

小作駅

福生駅

至立川

左入町
R16

会場
細谷火工
株式会社

―交通のご案内―
●公共交通機関をご利用の場合

●お車をご利用の場合
　圏央道日の出ICより国道411号（滝山街道）の青梅方面に入り、菅生高
校入口信号左折、東海大菅生高校通過後150ｍ程です。約10分
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